
［標準様式例７-３］

業 務 の 名 称 令和6年度　伊勢湾等における小型船舶による災害支援方策検討業務

業 務 概 要
　本業務は、地震、津波、台風、高潮等の災害発生に備え、災害時における伊勢
湾等（愛知県内、三重県内）の小型船舶を活用した災害支援の課題を整理し、訓
練を実施した上で災害支援方策をとりまとめるものである。

契 約 担 当 官 等 の 氏 名 並
び に そ の 所 属 す る 部 局
の 名 称 及 び 所 在 地

支出負担行為担当官　中部地方整備局副局長　西尾　保之
名古屋市中区丸の内二丁目１番３６号　NUP・フジサワ丸の内ビル

契 約 年 月 日 令和6年8月27日

契 約 業 者 名 一般社団法人日本マリーナ・ビーチ協会

契 約 業 者 の 住 所 東京都千代田区麹町４―５海事センタービル２階

契 約 金 額 （ 税 込 ） ¥16,621,000.-

予 定 価 格 （ 税 込 ） ¥16,621,000.-

随 意 契 約 に よ る
こ と と し た 理 由

別紙のとおり

業 務 場 所 　－

業 種 区 分 建設コンサルタント等

履 行 期 間 （ 自 ） 令和6年8月27日

履 行 期 間 （ 至 ） 令和7年3月14日

備 考

随意契約結果及び契約の内容



随意契約理由書 

 

１．業務名 

 

  令和 6 年度 

伊勢湾等における小型船舶による災害支援方策検討業務 

 

 

２．選定理由 

 

    本業務は、地震、津波、台風、高潮等の災害発生に備え、災害時に

おける伊勢湾等（愛知県内、三重県内）の小型船舶を活用した災害

支援の課題を整理し、訓練を実施した上で災害支援方策をとりまと

めるものである。 

  本業務の契約手続きとしては、「プロポーザル方式」を採用するこ

ととし、公募により参加表明があった者で資格を満たした者から技

術提案書を求め、「配置予定管理技術者の経験能力」、「業務の実

施方針・実施フロー・工程等」及び「特定テーマに対する技術提案」

について、提出された技術提案書の記載内容と担当者へのヒアリン

グにより評価を行なった。 

  審査の結果、一般社団法人日本マリーナ・ビーチ協会を契約の相手

方として特定した。 

  よって、会計法第２９条の３第４項並びに予算決算及び会計令第１

０２条の４第３号の規定により、一般社団法人日本マリーナ・ビー

チ協会と随意契約するものである。 



1.件名 令和６年度　伊勢湾等における小型船舶による災害支援方策検討業務

2.所属事務所 港湾空港部

3.技術提案書の特定通知日 令和6年8月8日

※合計値において四捨五入のため、各項目の合計とは整合しない場合がある。

一般社団法人日本マリーナ・ビーチ協会

A社

配置予定技術者の
経験及び能力

業者名

69.00 49.33 96.00

67.00 49.33 98.67

技術評価点
合計

備考 摘要

プロポーザル評価表

80 80 160 320

技術評価点の内訳

評価のウェート

実施方針・実施フロー・
工程表・その他

特定テーマに対する
技術提案

215.00 特定

214.33


